小松市議会だより広告掲載要領
（目的）

第１条　この要領は、小松市議会が発行する広報紙「小松市議会だより・私の街こまつ」（以下「議会だより」という。）への広告の掲載について必要な事項を定めるものとする。 

（掲載の基準）

第２条　議会だよりに広告を掲載できる者、広告の内容、デザイン等については、小松市議会だより有料広告掲載要綱（平成２２年７月１日施行）および小松市議会だより有料広告掲載基準（平成２２年７月１日施行）に適合するものでなければならない。

２　市の滞納がある者の広告は掲載しないものとする。

（掲載場所、大きさおよび枠数）

第３条　広告の掲載場所は、議会だよりの最終ページとする。

２　広告の大きさは、次のとおりとする。

（１）　１型　縦４６ミリメートル　横８８ミリメートル

（２）　２型　縦４６ミリメートル　横１７６ミリメートル

３　広告の枠数は、前項第1号を1枠として、６枠以内とする。

（掲載料）

第４条　広告の掲載は、議会だよりの発行号単位とし、掲載料は次のとおりとする。

（１）　１型　１件１０，０００円

（２）　２型　１件２０，０００円

（掲載希望者の募集）

第５条　広告掲載希望者の募集は、広告枠に空きが生じたときに行うことができるものとする。

２　議長は、募集を行うにあたって、広告主となり得る者および広告会社に対し、広告掲載の案内をすることができるものとする。

（掲載の申し込み）

第６条　広告の掲載を希望するものは、「議会だより」広告掲載申込書（様式第１号）に、掲載しようとする広告の原稿案を添付して、議長に申し込むものとする。

２　議長は、業種および広告内容により、資格免許書、諸証明書など広告掲載申込書の内容を確認できる書類の添付を求めることができるものとする。

（掲載の決定）

第７条　議長は、広告の掲載の申し込みを受けたときは、議会だより編集委員会にてその適否を決定する。

２　議長は、広告掲載の可否を決定したときは、その結果並びに掲載内容および条件等について広告掲載希望者に通知（様式第２号の１および様式第２号の２または様式第３号）する。

３　議長は、広告掲載希望者が、第３条第３項に規定する枠数を超えたときは、次の順位により決定する。なお、同順位のものの中では掲載希望月数の多いものを優先することができる。

（１）公社、公団、公益法人およびそれに類するもの

（２）公共的性格のある私企業で、市内に事業所等を有するもの

（３）前号に規定するもの以外の私企業または自営業で市内に事業所等を有するもの。

（４）その他私企業または自営業等

４　前項の規定によっても、広告掲載希望者が第３条第３項に規定する枠数を超えるときは、抽選により決定する。

（掲載内容の承諾）

第８条　広告掲載可の決定を受けた者（以下「広告主」という）は、掲載内容および条件等を記載した承諾書（様式第４号）を議長に提出する。 

（原稿の作成および提出）

第９条　広告主は、議長の指定する方法により印刷版下（完全原稿）を作成し、議長が指定する期日までに、指定する場所に提出するものとする。

２　広告原稿は、広告主の責任および負担で作成するものとする。 

（掲載料の納入）

第１０条　広告主は、広告掲載料を議長の指定する期日までに、市が発行する納入通知書により一括して納入するものとする。 

（内容、デザイン等の審査および協議）

第１１条　広告の内容およびデザイン等については、小松市議会および議会だよりの信用性および信頼性等を損なうことのないよう、広告主と小松市議会が協議することとする。

（内容等の変更）

第１２条　議長は、広告の内容、デザイン等が各種法令に違反している、あるいはそのおそれがある、またはこの要領等に抵触していると判断したときは、広告主に対して広告の内容等の変更を求めることができる。

（掲載の取り消し）

第１３条　議長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、広告主への催告その他何らかの手続を要することなく、広告の掲載を取り消すことができる。

（１）指定する期日までに広告掲載料の納付がないとき。

（２）指定する期日までに広告原稿の提出がないとき。

（３）前条の規定による広告内容の変更を広告主が行わないとき。

（４）広告主、広告の内容等が各種法令に違反している、或いはそのおそれがあるとき、またはこの要領等に抵触するものであるときで、前条の規定によっても解消できないとき。

（５）その他、広報紙への広告掲載が適切でないと議長が判断したとき。

（掲載の取り下げ）

第１４条　広告主は自己の都合により、議会だよりへの広告掲載を取り下げることができるものとする。

２　前項の規定により広告掲載を取り下げるときは、広告主は書面により議長に申し出なければならない。

３　第１項の規定により広告掲載を取り下げた場合は、納付済みの広告掲載料は返還しない。 

（掲載料の返還）

第１５条　広告主の責に帰さない理由により、広告の掲載を取り消したときは、納付済みの広告掲載料を当該広告主に返還する。

２　前項の規定により返還する広告掲載料は、掲載を取り消した件数に掲載料単価を乗じた額とする。

３　第１項の規定により還付する広告掲載料には利子を付さない。 

（広告主の責務）

第１６条　広告主は、広告の内容等、掲載された広告に関する一切の責任を負うものとする。

２　広告主は、広告の内容等が第三者の権利を侵害するものではないこと、および広告の内容等に関する財産権のすべてにつき権利処理が完了していることを、議長に対して保証するものとする。　

３　第三者から、広告に関連して損害を被ったという請求がなされた場合は、広告主の責任および負担において解決することとする。 

（疑義等の決定）

第１７条　この要領に疑義があるとき、またはこの要領に定めのない事項については、別途協議の上定めるものとする。 

（その他）

第１８条　この要領に定めるもののほか、広告に関して必要な事項は要綱の規定を適用する。

附則

この要領は、平成２２年７月１日から施行する。
